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〔論 文〕 
なぜ, 損益計算書で ｢営業収入｣ と表記されるのか 
― 勘定科目の使用法に関する定性的調査 


























の ｢収益｣ から, これに対応するすべての ｢費
用｣ を差し引いて利益が計算される｡ 現金その













な事例を 3 つ示す｡ 第 1 の例は図 1 であり, 実在す
る企業の2010年 3 月期の連結損益計算書である｡ 




ている東証第 1 部の上場企業である｡ 
 




















   売上総利益 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 
 1 人件費 
























75,665 36.9 83,723 39.2 
 
第 2 の例は図 2 であり, やはり東証第 1 部に
上場する世界的にも知名度の高い電気機器製造
企業の2010年 3 月期における連結損益計算書で
ある｡ 第 1 行目の見出しに ｢売上高及び営業収
入｣ とあり, 内訳として 2 行目に ｢金融ビジネ
ス収入｣,  3 行目に ｢営業収入｣ とある｡ 教科書
的には, いずれも ｢収入｣ ではなく, ｢収益｣ 
と表記するのが適切である｡ 
興味深いことに, この図 2 の企業の損益計算
書を時系列的に遡ってみると, ｢売上高及び営





記されていた｡ 1994年 3 月期に収益から収入へ
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 1 純売上高 
 2 金融ビジネス収入 













  82,693  
7,729,993  7,213,998  
 
第 3 の例は, 時間軸をさらに遡る｡ 上場企業
においてキャッシュ・フロー計算書が制度化さ
れたのは, 1999年 4 月 1 日以後に開始した事業
年度からである｡ それ以前は, 個別ベースの収
支状況を一覧にした資金収支表が開示されてい
た｡ 図 3 は実在する企業の当時のそれであり, 
第 1 行目に ｢営業収入｣ と表記されている｡ 一
方, この企業の同一決算期における損益計算書
をみると, これにも第 1 行目に ｢営業収入｣ と
表記されている (図 4 )｡ すなわち, 同一企業の
同一決算期における資金収支表と損益計算書の





図 3 営業収入と表記された資金収支表 
3. 資金収支の状況 
 (1) 最近の資金収支の実績及び資金計画  
項      目 
資 金 収 支 の 実 績 資金計画 
第 37 期 第 38 期 第 38 期 
（62.4.1～9.30） 
























1. 営  業  収  入 
2. 営 業 外 収 入 
  受取利息配当金等 
  そ     の    他 





















525,908 591,399 310,220 329,812 
3. 有形固定資産売却等収入 
  有形固定資産売却 
  投資有価証券売却 
  長短貸付金回収 





















    
 
図 4 営業収入と表記された損益計算書 (例 3 ) 
(2) 損益計算書 
期  別 
 
科  目 
第  37  期 
（自 昭和61年４月１日 
至 昭和62年３月31日） 
期  別 
 
科  目 
第  38  期 
（自 昭和62年４月１日 
至 昭和63年３月31日） 
金   額 百分比 金   額 百分比 
 
Ⅰ 営 業 収 入 
 1.飛 行 機 事 業 収 入 














Ⅰ 営 業 収 入 
 1.飛 行 機 事 業 収 入 





















(2) なぜ, 損益計算書において ｢収入｣ とい
う科目が使用されるのか｡ どのような経緯
で使用されるに至ったのか｡ 
(3) 損益計算書において ｢収入｣ という科目
が使用される企業では, 社内の現場で ｢収

















































｢損益計算書での 『収入』 の表記について, 
現在においてはそれが採用された理由は不














本論文の構成は次のとおりである｡ 第 2 節で
は本論文の問題と直接的に関わる会計制度 (会
計基準, 会計法規, 各種ガイドライン等) の状
況を簡潔に整理する｡ 第 3 節では関連する文献
をレビューし, 第 4 節では損益計算書において 
｢収入｣ という科目が用いられている頻度を調
査する｡ 第 5 節では, 実務当事者へインタビュ
ー調査を行い, 彼らとの対話を通じて ｢収入｣ 
という科目が用いられている要因を抽出・発見
する作業を行う｡ 第 6 節では, インタビュー調
査から明らかになった発見事項を帰納的に要約
し, 本論文が提示した問題に対して説明を試みる｡ 








には ｢売上高｣ を表記することとされている4)｡ た
だし, 企業が商品等の販売と役務の給付の両方を
主たる営業としている場合には, 前者を ｢売上高｣, 
後者を ｢営業収益｣ として記載するとしている5)｡ 
会社法や金融商品取引法の各規則には財務諸
表の様式が例示されている｡ いずれも損益計算














項目である｡ 費用項目については, ｢○○費｣ 
という表現に統一されている｡ 一方, 収益項目







規則｣ (平成18年 1 月31日経済産業省令
第 3 号, 傍点は筆者) をみても明らかである｡ 
その第 2 条には次のようにある｡ 
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すなわち, この省令の名称には ｢収支計算｣ 
(すなわち, 収入と支出の計算) とあるが, 中身














された損益計算書の例示には, 第 1 行目に ｢売
上収益｣, その他の収益項目として ｢その他の




















リトルトンの Structure of Accounting Theory  










目の選択は, 第 1 に現在や将来の事業活動を経営
者が的確に統制できるように選択される必要が




ぐる議論には, 第 1 の指摘のように企業の内部的
視点によるものと, 第 2 の指摘のように企業の外
部的視点によるものがあることに着目しよう｡ 
企業の内部的視点にたった研究をさらにみて
いくと, Malcom (1978) は, 取引記録の分類方法
の違いが経営者の知覚 (perception) や意思決定
に与える影響を分析している｡ 彼は, ある企業















われてきたが, Barefield (1972) のように統合のレベ
ルを下げて詳細な情報を出すことを支持する結果









り方で処理 (たとえば統合) されるのであれば, 
アナリストや投資家にその処理を何べんもやら






















は, 主に表 (tabular format) とグラフ (graphical 
format) をさしているが, そこで得られる知見
は勘定科目の配列や様式にも一般化して当ては















Simon (1995, 2000) は, 業績測定システムを構
築するにあたり, 収集すべき情報の種類とその使






会と認知 (attention), ⑤行動に関する諸動機｡ こ
れらの要因は, 企業内で勘定科目が選定される過
程を推論する際の視点になり得るであろう｡ 
Henri (2006) は, 業績測定システムに対して
企業の組織文化が与える影響を分析している｡ 
彼は組織文化を, 秩序, 安定, 統制を重視する





























において, 実際に ｢収入｣ または ｢支出｣ とい
う用語 (以下, ｢収支科目｣ とする) が使用され
ている頻度を調査する｡ サンプルは, 日経平均
株価の構成銘柄企業の2009年度 (本決算) にお
ける連結損益計算書とする｡ ただし, 2010年 4 
月 1 日に上場開始した 2 社はサンプルから除外
する21)｡ したがって, サンプルは223である｡ 
手順としては, 223社の有価証券報告書を入手
し, ｢第 5 経理の状況｣ に収録された連結損益
計算書において ｢収入｣ または ｢支出｣ という文
字が含まれる勘定科目 (それぞれ ｢収入科目｣, 
｢支出科目｣ とする) を目視により確認し, 記録
する｡ これを集計し, 結果をまとめたものが表 1 
～表 3 である｡ 主な要点は以下のとおりである｡ 
 







合計 (1) ／ (3) 
1 保険業 3 0 3 1.000 
2 水産・農林業 2 0 2 1.000 
3 空運業 1 0 1 1.000 
4 石油・石炭製品 1 0 1 1.000 
5 小売業 6 2 8 0.750 
6 パルプ・紙 3 1 4 0.750 
7 サービス業 2 1 3 0.667 
8 その他製品 2 1 3 0.667 
9 繊維製品 3 3 6 0.500 
10 ゴム製品 1 1 2 0.500 
11 金属製品 1 1 2 0.500 
12 電気機器 14 16 30 0.467 
13 情報・通信業 5 6 11 0.455 
14 陸運業 4 6 10 0.400 
15 電気・ガス業 2 3 5 0.400 
16 化学 6 10 16 0.375 
17 建設業 3 6 9 0.333 
18 輸送用機器 3 9 12 0.250 
19 ガラス・土石製品 2 6 8 0.250 
20 証券, 商品先物取引業 1 3 4 0.250 
21 精密機器 1 3 4 0.250 
22 不動産業 1 4 5 0.200 
23 機械 2 12 14 0.143 
24 卸売業 1 6 7 0.143 
25 医薬品 1 7 8 0.125 
26 非鉄金属 1 9 10 0.100 
27 食料品 1 10 11 0.091 
28 銀行業 0 12 12 0.000 
29 鉄鋼 0 6 6 0.000 
30 海運業 0 3 3 0.000 
31 その他金融業 0 1 1 0.000 
32 鉱業 0 1 1 0.000 
33 倉庫・輸送関連業 0 1 1 0.000 
合計 73 150 223 0.327 
(注) 業種は東証業種分類にもとづく｡ 
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表2 収支科目の記載状況 (掲載カ所別) 
表示区分 度数 割合 
営業損益計算の部 25 0.236 
経常損益計算の部 70 0.667 
純損益計算の部 11 0.105 
合計 106 1.000 
 
表3 収支科目の記載状況 (科目別) 




〔収入項目〕    
1 雑収入 27 4,492 0.003 
2 補助金収入 17 874 0.001 
3 助成金収入 7 846 0.001 
4 その他の営業収入 4 323,769 0.056 
5 営業収入 3 535,909 0.671 
6 利息及び配当金収入 3 206,727 0.082 
7 違約金収入 2 249 0.000 
8 売上高及びその他の営業収入 1 9,295,208 1.000 
9 IP 系・パケット通信収入 1 3,005,694 0.292 
10 固定音声関連収入 1 2,468,319 0.240 
11 移動音声関連収入 1 2,217,312 0.215 
12 保険料等収入 1 1,776,424 0.730 
13 システムインテグレーション収入 1 1,227,205 0.119 
14 アフターセールスおよびレンタル収入 1 954,083 0.465 
15 金融ビジネス収入 1 680,804 0.092 
16 通信端末機器販売収入 1 653,954 0.063 
17 レンタル収入 1 357,166 0.155 
18 手数料収入 1 127,421 0.110 
19 その他収入 1 103,805 0.051 
20 サービス収入 1 79,290 0.278 
21 レジャー事業収入 1 71,967 0.850 
22 不動産収入 1 40,650 0.035 
23 消費者ローン利息収入 1 33,170 0.077 
24 流通事業収入 1 7,880 0.093 
25 開発事業関連違約金収入 1 7,000 0.002 
26 その他の事業収入 1 4,859 0.057 
27 不動産賃貸収入 1 4,447 0.004 
28 設備設置負担金収入 1 2,364 0.001 
29 作業屑売却収入 1 527 0.001 
30 特許関連収入 1 409 0.000 
31 雇用調整助成金収入 1 253 0.000 
32 損害賠償金収入 1 11 0.000 
小計 (1-32) 88 ― ― 
    〔支出項目〕    
33 雑支出 18 5,921 0.003 
小計 (33) 18 ― ― 
    合計 (1-33) 106 ― ― 
(注) 勘定科目の金額, および売上高の金額は, 2008年度と2009年度の平均値を用いている｡ 
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第 1 に, 223の連結損益計算書のうち, 収支科
目が 1 つ以上含まれている連結損益計算書は73 
(32.7％) である｡ 幅広い業種の連結損益計算書
に含まれている (表 1 )｡ 
第 2 に, 収支科目が含まれる73の連結損益計
算書には, 106個の収支科目が記載されている｡ 
記載カ所別に分類すると, もっとも多いのは経
常損益の部 (70, 66.7％) であり, 続いて営業損
益の部 (25, 23.6％) である (表 2 )｡ 
第 3 に, 106個の収支科目の内訳は, 収入科
目がのべ88, 支出科目がのべ18である｡ 具体
的な項目をみると, 使用頻度がもっとも高い
のは ｢雑収入｣ (27) であり, 続いて ｢補助金
収入｣ (17), ｢助成金収入｣ (7) である (表 3 )｡ 
本研究がとくに着目する ｢営業収入｣ は 3 (1.3％), 
｢その他の営業収入｣ は 4  (1.8％) である｡ な
お , ｢雑収入｣ については , 会計学の教科書
や辞典においても, ｢雑益｣ または ｢雑収益｣ 
とせずに, ｢雑収入｣ と示されているものが
ある22)｡ 
第 4 に, 各収支科目の重要度をみるために, 
売上高・営業収益に占める各収支科目の金額を
算定した｡ 使用される頻度が高い  ｢雑収入｣ 
｢補助金収入｣ ｢助成金収入｣ はいずれも 1 ％以
下である｡ 一方, ｢営業収入｣ や ｢その他営業
収入｣ など, 金額的に高い割合を占めているも










り, 取材記録にもとづいて, 収入科目 (とくに 
｢営業収入｣) が用いられるに至った論理を推論
する｡ 具体的な手順は次のとおりである｡ 
第 1 段階として, 2010年 9 月に, 15社の経理担
当者と, その財務諸表を監査した公認会計士に
それぞれ手紙で質問書を送付した (上記15社の







当者が 5 通 (33.3％), 公認会計士が 2 通 (14.3％)24)
であった｡ 




行った｡ 電話による取材は 2 社, 訪問による取
材は 3 社 (所在地は東京都千代田区, 東京都港













5.2 Ａ社 (小売業) 
愛知県に本社を置くＡ社は, 連結売上高が約 
1 兆円の日本を代表する小売企業の 1 つであり, 
日経平均株価の構成銘柄にも採用されている東
証第 1 部の上場企業である｡ Ａ社の連結損益計
算書では, まず売上高から売上原価が控除され
て売上総利益が計算される｡ 続いて ｢営業収
入｣ が加算されて, 営業総利益が計算される 




経営志林 第48巻 1 号 2011年 4 月  139 









































(図 6 )｡ 
 
















りから明らかになったことは, 第 1 に, Ａ社の
損益計算書に表示される ｢営業収入｣ は, 実質
的には企業会計原則における ｢営業収益｣ の概









































って情報伝達が非効率になる｡ 収益, 収入, 売
上高の明確な区別がつかない一般の従業員に対
しては, もっとも容易に理解可能な一般的な言





















5.3 Ｂ社 (情報・通信業) 
東京都千代田区に本社を置くＢ社は, 主に映
画配給事業を営む東証第 1 部の上場企業である｡ 
本論文の冒頭, 図 1 に示した連結損益計算書を
作成した企業であり, 第 1 行目に ｢営業収入｣ 
と表記している｡ 設立は1932年であり, 翌1933

























実際, Ｂ社の ｢営業収入｣ に対する売上債権
の割合を調べると, 過去25年間にわたって 6 ～
10％の範囲で安定している｡ また, 営業利益と
営業キャッシュ・フローとの差額, いわゆるア






























か｡ 図 8 は, 2010年 2 月期の決算説明会向けの
資料を参照し, そこで使用されている用語を整
理したものである｡ 資料において, 収入, 営業
収入, 売上, 売上高の 4 つが同義として使用さ
れており, 文脈による使い分けは行われていな
い｡ また, 対応する英語訳はいずれも sales で




































このように , Ｂ社における多くの場合 , 経
理・財務について予備知識がない従業員が, 社





5.4 Ｃ社 (空運業) 
東京都港区に本社を置くＣ社は, 連結売上高
が 1 兆円を超える空運業を営む企業である｡ 東
証第 1 部の上場企業であり, 本論文の冒頭, 図 3 
および図 4 に示した財務諸表を作成した企業で
ある｡ 2010年 3 月期の連結損益計算書において













係は, revenue に対して ｢収入｣, cash inflow に対
してカタカナで ｢キャッシュ・インフロー｣, 
cash outflow に対して ｢キャッシュ・アウトフロ
ー｣ である｡ また, 収益について全社的なもの
を ｢売上高｣, 事業別または個別のものを ｢収
入｣ として, 用語を使い分けている｡ この使い
分けについて社内の明確な基準はないが, 暗黙
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実際に, Ｃ社の ｢営業収入｣ (revenue) に対
する売上債権の割合をみると, 1990年代半ばま

















































冒頭に示した図 2 の企業 (Ｄ社とする) は, 
指定国際会計基準 (米国会計基準) にしたがっ
て財務諸表を作成している企業である｡ 1994年 
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人投資家を含む財務諸表の読者により分かりや
すく表記することを目的に, 意図的に変更した
















目は 『訳』 にあたります｡ このため, 損益
































鍵となる 2 つの重要な要因は, ①会計情報の
理解可能性と②表記の継続性である｡ すなわち, 













本来の意味での ｢収益｣ は, ｢収入｣ と言われ
た方が分かりやすく, 誤解が少ない可能性があ
る｡ 
一般的な国語辞典, 例えば広辞苑で ｢収益｣ 
を引くと, ｢利益を収めること｡ 利益として取
得する金銭｡｣ とある｡ 他方, ｢収入｣ は ｢金銭
や物品などを手に入れ自己の所有とすること｡｣ 
とある｡ このことからも分かるように, 一般的, 
あるいは日常的に, 収益という言葉から想起さ
れるのは ｢利益｣ であり, 収入から想起される
のは ｢売上｣ である｡ 収益と利益は, いずれも





ただし, この合理性を保証するには条件が 2 
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た ｢理解可能性｣ と ｢表記の継続性｣ である｡ 






第 1 に, 収益に対して ｢収入｣ という勘定科
目を用いている企業は, その実質において, 本
















るには, ｢収益｣ より ｢収入｣ の方が用いられる｡ 
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第 3 に, 一度定着した勘定科目は変更するこ












第 4 は, 勘定科目に関する理解可能性につい
てである｡ アメリカや IFRS の概念フレームワ
ークでは, 財務報告の相手に対して, ｢事業活
動と経済活動について合理的に妥当と考えられ
る水準の知識  (reasonable knowledge) を備え, 
かつ財務報告書が読解できること｣28)が想定さ

























また, 手紙, 電話, 訪問による調査に快くご協力いた
だいた実務家の方々に心からお礼申し上げたい｡ 
〔注〕 
 1) 正確には, 連結キャッシュ・フロー計算書であ
る｡ ただし, 個別ベースでのキャッシュ・フロー
計算書は制度化されていないことが明らかである
ため, 本論文では ｢連結｣ の文字は省略して表記
する｡ 
 2) なお, この企業は2011年現在において日経平均
株価の構成銘柄に採用されている東証第 1 部の上
場企業である｡ 当時から現在に至るまで, 損益計
算書の第 1 行目は一貫して ｢営業収入｣ と表記さ
れている｡ 
 3) 筆者は, 法政大学経営学部の主に 2 年生を対象
とした講義 ｢会計学入門｣ において, 毎年 4 月上
旬に ｢収入｣ と ｢収益｣, ｢支出｣ と ｢費用｣ の違








 4) 企業会計原則第二・損益計算書原則三｡ 
 5) 企業会計原則第二・損益計算書原則三・Ａ｡ 
 6) 会社計算規則第88条, 財務諸表等規則第72条・
様式第 5 号, 連結財務諸表規則第51条・様式第 5 号, 
四半期財務諸表等規則第57条・様式第 3 号｡ 
 7) 会社計算規則第146条, 財務諸表等規則第 2 条, 
連結財務諸表等規則第47条・第68条, 四半期財務
諸表等規則第54条・第73条｡ 
 8) 財務諸表等規則の ｢別記｣ によれば, 以下の19
事業である｡ 建設業, 銀行・信託業, 建設業保証業, 
第一種金融商品取引業, 保険業, 民営鉄道業, 水
運業, 道路運送固定施設業, 電気通信業, 電気業, 
ガス業, 中小企業等金融業, 農林水産金融業, 資
産流動化業, 投資運用業, 投資業, 特定金融業, 
医業, 学校施設事業｡ 
 9) 会社計算規則第120条, 連結財務諸表規則第93
条｡ 




11) 財務諸表等規則第 5 条第 2 項, 連結財務諸表等
規則第 4 条第 2 項｡ 
12) 企業会計基準第24号 ｢会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準｣ 第13項～第16項によれば, 






られる｡ 大藪 (2007) を参照｡ 
14) Libby and Lewis (1977) は, 会計情報利用者の情
報処理プロセスの解明を試みた1970年代の研究を
包括的にレビューしている｡ 







16) 代表的な研究として, Herrmann and Thomas (1997) 
がある｡ 
17) Buzby (1974) を参照｡ 
18) Benjamin and Stanga (1977) は, 財務報告におけ
る79の開示項目を設定したうえで, 証券アナリス
トと銀行では51項目 (64.6％) で情報ニーズの相
違がみられたとしている｡ ただし, McCaslin and 
Stanga (1986) のように, 財務諸表の利用者の情報
ニーズは類似しているという調査結果もある｡ 
19) 詳細は, 川島 (2010) を参照｡ 
20) 業績測定システムの多様性は, 測定に関する多
様な側面 (原因と結果, 主観と客観, 内部と外部, 
財務と非財務) について議論されている｡ Henri 
(2006) がとくに着目しているのは, 経営者による
非財務情報の測定と利用の程度である｡ 
21) サンプルから除外する銘柄は, JX ホールディン
グス (石油・石炭製品業) と KSJ ホールディングス 
(保険業) である｡ 

























26) 例えば, 財務諸表の注記には次の記述がある｡ 





分は一般的には ｢収益｣ と書かれている｡ 
27) FASB (2010), par.OB2. 
28) FASB (2010), par.QC32. 
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